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Ⅰ．要旨 

日本医療政策機構では、国民が求める医療や医療政策課題等に関する国民の意識・ 意見を把握するため、

2006年から世論調査を実施している。2019年は、当初から継続的に調査を行ってきた日本の医療および

医療制度に対する満足度に加え、医療政策への国民の参画、国民皆保険制度の持続可能性、昨今話題とな

っている高額医薬品、薬剤耐性、ワクチンについて調査を行った。 

 

（1）調査結果のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）調査結果から浮かび上がる日本の医療政策「今後の論点」 

 医療の安全性や技術の質に対する国民の満足度は高く、医療現場における医療提供者たちは国

民に評価されていると言えるだろう。一方で、各疾病対策の推進などにおける当事者参画が一部

で進んでいるにも関わらず、医療制度の策定過程における透明性や、策定過程における国民の声

の反映への満足度は依然として低い。自分の声を医療政策に反映させたいとする回答も約 8 割

にのぼる。政策策定にかかる検討会などの関連会合において、公益委員や患者委員を含めること

のみならず、国民の声の医療政策への反映の仕方や設計そのものについて、今後は再定義や議論

が必要になりうる。 

 高額な医薬品を公的医療保険の対象にすることに肯定的な国民の声が明らかになった。では、財

源が限られる中、何を対象外とすることについては理解が得られるのか。医療費全体の 2 割に

過ぎない薬価部分のみならず、医療システム全体のなかで、どのような効率化であれば国民は賛

同するのか、今後の調査で明らかにしていきたい。 

 ワクチンや薬剤耐性・（AMR）の領域で、科学的エビデンスに基づく知識が国民に浸透していない

ことが明らかになった。情報の受け手側のリテラシーに関わらず、すべての人が健康的な生活を

享受できるようエビデンスに基づいた情報の普及手段の検討、さらにはエビデンスに基づく政

策の策定が引き続き重要である。 

医療および医療制度に対する満足度 

 日本の医療および医療制度について 62％が満足。項目別では医療の安全性に対する満足度が最も

高い 

 

医療政策への国民の参画 

 医療政策策定プロセスにおいて、約 8 割が自分の声を医療政策に反映させたいと回答 

 

国民皆保険制度の持続可能性・高額医薬品 

 約 8 割が高額医薬品の保険適用に肯定的な回答 

 

薬剤耐性 

 半数以上が抗菌薬／抗生物質が風邪やインフルエンザに効果がないということを知らない 

 

ワクチン 

 約 7 割が「HPV ワクチンは、HPV への感染やがんになる一歩手前の状態になることを予防する効

果がある」ことを知らない 
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Ⅱ．調査の実施概要 

本調査では、全国 20歳以上の男女 2,000名を対象として、2019年 7月にインターネットによる世論調査

を実施した。回答者の内訳と構成を図 1に示す。なお、地域・ 年齢・ 性別に関しては、全国の人口動態と

同様の比率とした。調査にあたっては、2,434名に調査票を配布し、その目的を説明した上で、インフォ

ームドコンセントが得られた者のみを対象として実施した。また、自記式調査票は通し番号で取り扱い、

匿名性にも配慮した。 

近年、郵送や訪問面接による従来の社会調査の回収率の低下や、調査不能の増大などの調査環境の悪化に

伴い、インターネット調査に対する期待が高まっている。一方で、インターネット調査の特徴として、回

答者がインターネットを使用できる人に限定されること、インターネットリテラシーと教育水準に相関

があることなどから、一定のサンプリングバイアスが生じることが指摘されており 1）～5）、本調査の解釈

についても、こうした限界に留意する必要がある。 

 

 

 

1） Smith MA, Leigh B, 1997, Virtual subjects: Using the Internet as an alternative source of subjects and research environment. Behav Res Meth 
Instrum Comput, 29, 496–505. 

2） 大隅昇，前田忠彦，2007，「インターネット調査の抱える課題: 実験調査から見えてきたこと・（その 1）（会員から）」，『日本世論調査

協会報「よろん」』100，58-70． 

3） 大隅昇，前田忠彦，2008，「インターネット調査の抱える課題: 実験調査から見えてきたこと （その 2）（会員から）」，『日本世論調

査協会報「よろん」』101，79-94． 

4） 三浦麻子，小林哲郎，2015，「 オンライン調査モニタの Satisficeに関する実験的研究」，『 社会心理学研究』31，1-12． 

5） 埴淵知哉，村中亮夫，安藤雅登，2015，「インターネット調査によるデータ収集の課題—不良回答, 回答時間, および地理的特性に注

目した分析—」，E-journal GEO，10（1），81-98． 
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Ⅲ．調査結果 

（1）医療および医療制度に対する満足度 

 「日本の医療および医療制度」について 62％が満足。項目別では「医療の安全性」に対する満足度

が最も高い 

 日本の医療および医療制度について、・「満足」、「やや満足」、「やや不満」、「不満」の 4段階で質

問した。全体的な満足度に関しては、11.0%が・「満足」、51.0％が・「やや満足」と回答し、国民の

62.0%は日本の医療および医療制度に対する満足度が高いことがわかった（図 2）。 

 各項目別にみると、71.8%が・「医療の安全性」に関して、「満足」または・「やや満足」と回答して

おり、一番満足度が高かった。次いで、「診断 治療などの技術の質」に関する満足度が 68.4%

と高かった（図 2）。 

 一方、満足度の最も低い項目は、33.7%の・「医療制度を作る過程での国民の声の反映」であった。

次いで、・「医療政策を作る過程の透明性」が 33.8%、「医療制度の分かりやすさ」が 37.4%と満足

度が低かった（図 2）。 

 

 

 

［コメント］ 

 日本の医療および医療制度において、・「医療の安全性」や・「診断・ 治療などの技術の質」が国民の高

い満足度を得ているということが示された。一方、医療制度に関する項目の満足度が際立って低く、

医療制度の分かりづらさや制度の策定過程に国民の声が反映されていないこと、策定過程における

不透明性や不公平性を訴える国民が多く存在することが明らかになった。 

 このような傾向は、日本医療政策機構のこれまでの世論調査でも重ねて顕在化されている。 
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 国民の生活に密接に関係する医療制度を国民自身が正しく理解できるような情報発信が求められる

だけでなく、医療制度の策定過程の開示や国民が策定過程に参画できるようさらなる取り組みが必

要である。 
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（2） 医療政策への国民の参画 

 より良い医療の提供のために、約 87%が「様々なステークホルダーの協働が重要」と回答。 

一方で、協働できていると思う人は約 32％ 

 国民により良い医療を提供するために、医療機関や政府以外に、民間企業や研究機関、市民社会

といった様々な立場の人びとや団体が協働することは重要だと思うかどうかについて、・「思う」、

「思わない」の二者択一の質問をした。様々なステークホルダーが協働することは重要であると

「思う」と回答した人は 86.8%であった（図 3）。 

 さらに、現在の日本では、より良い医療の提供のために、上記に挙げた様々な立場の人びとや団

体による協働ができていると思うかどうかについて、「できている」、・「どちらかといえばできて

いる」、「どちらかといえばできていない」、「できていない」、・「わからない」の 5段階で質問をし

た。「できている」と回答した人が 5.4%、「どちらかといえばできている」と回答した人が 26.4%

で、これらの合計は全体の 31.8％であった（図 3）。 
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 政策提言について、約 8 割が「自分の声を医療政策に反映させたい」と回答 

 市民や患者が政策をつくる議論に参加したことによって、2006 年に「がん対策基本法」が成立

し、市民や患者の声を反映した医療の提供や社会的なサポートが実現したという背景を踏まえ

て、自分の声を医療政策に反映させたいと思うかどうかについて二者択一で質問した（図 4）。

79.6%が「自分の声を医療政策に反映させたいと思う」と回答し、20.5％が「思わない」と回答

した（図 4）。 
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 医療政策策定プロセスにおいて、既往歴がある人ほど自分の声を医療政策に反映させたいと回答 

 自分の声を医療政策に反映させたいと思うかどうかに関する質問において、既往歴の有無で比

較した・（図 5）。既往歴がある群の 84.2%が・「自分の声を医療政策に反映させたい」と回答し、既

往歴がない群よりも高い結果となった（図 5）。 
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 患者の声を医療政策に反映させるためには、患者自身が「患者の要望の積極的な情報提供をするべ

き」と思う人は、約 47% 

 医療政策に患者の声を反映させるために患者自身がより積極的に行うべきことについて質問し

た（図 6）。 

 「患者の要望の積極的な情報提供」と回答した人が 46.9%と最も多く、次いで、「患者自身の医

療政策に関する学習」が 22.1％、「複数の患者団体の協働による発信力の強化」が 17.8%、「患者、

患者団体による政策提言」が 12.4%であった（図 6）。 

 

 

［コメント］ 

 多くの国民が、より良い医療提供のために、医療機関や政府のみならず民間企業や研究機関、市

民社会といった様々な立場の人びとや団体の協働が重要だと思っていることが明らかになった。

しかしながら、現在の日本において様々なステークホルダーによる協働ができていないという

意見が多く、国民の希望と現状に大きな乖離がみられた。 

 一方、国民の約 7割は・「自分の声を医療政策に反映させたい」と回答していることから、他のス

テークホルダーと情報共有し、課題解決に向けて協働することができるプラットフォームの構

築を通じて、戦略的かつ団結したアプローチが重要である。また、現在もしくは過去に疾患に罹

患したことがある人たちほどその思いが強く、患者・ 当事者が相互に支えあうピアサポートの普

及や患者による政策提言や啓発活動を推進するための能力開発に継続的な支援が必要とされて

いる。 

 疾患対策の領域では・「がん対策基本法」において、国のがん対策推進基本計画を議論するがん対

策推進協議会に患者や家族等を委員とすることが明記され、その後に成立した・「健康寿命の延伸

等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法」でも、同じく患
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者・ 当事者の参画を重視する方針が踏襲されている。また、その他の疾患領域においても、国や

都道府県等で開催される審議会・ 検討会等への患者・ 当事者参画は進んでいることから、今後は、

患者・ 当事者の声を政策に活かすためのプロセス整備や、科学的かつ実効的な政策推進のための

合意形成手法について、さらなる議論が求められている。 

 日本医療政策機構が運営している NCD・（非感染性疾患）アライアンス ジャパンでも、国内外の

NCDs横断の患者 当事者を中心としたマルチステークホルダーが集まるプラットフォームとし

て、患者・ 当事者が参画してより良い医療環境の実現を目指すための提言や、患者・ 当事者リー

ダーのエンパワーメントに取り組んでいる。 
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（3）国民皆保険制度の持続可能性 

 相次ぐ高額医薬品、国民皆保険制度は続くか。約 46%が「「国民皆保険制度は 2040 年まで続く」と回

答 

 日本の国民皆保険制度が現状のまま、2040 年まで続くと思うかどうか「思う」、「どちらかとい

えば思う」、「どちらかといえば思わない」、「思わない」、「わからない」の 5段階で質問したとこ

ろ、14.2％が・「思う」、31.5%が・「どちらかといえば思う」と回答し、合計は全体の 45.7%であっ

た（図 7）。 

 一方、11.6%が・「思わない」、21.8％が・「どちらかといえば思わない」と回答し、合計は全体の 33.4%

であった。また、「わからない」と回答した人は 21.0％であった（図 7）。 
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 国民皆保険制度の存続について、30 代を中心に若い世代ほどが悲観的な回答 

 日本の国民皆保険制度が現状のまま、2040年まで続くと思うかどうかについて、「思わない」、

「どちらかといえば思わない」と回答した人を各年代で比較した（図 8）。 

 「思わない」、「どちらかといえば思わない」と回答した人は、20代では 38.4%、30代では 40.6%、

40代では 39.1％、50代では 33.6%、60代では 24.7％、70代以上では 28.2％であった（図 8）。 

 なお、平均値は 33.4%であった（図 8）。 

 

 

［コメント］ 

 平均値が 33.4%であり、20～40代の年代ほど悲観的な回答がみられ、これらの世代において、平

均値に比べると保険財政の破綻が懸念されている。 

 一方、21%の国民は国民皆保険制度の存続についてわからないと回答しているが、無関心層に対

するリテラシーの向上策が必要とされている。 
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（4）高額医薬品 

 高額医薬品の使用に関して、国民の自己負担増は望まれていない 

 財源に限りがある中で、日本において高額医薬品を有効に使うために、以下に挙げた 8 通りの

方法に対するそれぞれの考えを「賛成」、「どちらかといえば賛成」、「どちらかといえば反対」、

「反対」の 4段階で質問した（図 9）。 

- 効き目のある患者にのみ適用する・（顕著な改善が認められる患者・（例・ 完治が望める患

者のみを適用対象とする）） 

- 医薬品の価格を下げる・（ただし、その結果として日本で発売される新薬の数が少なくな

る可能性がある） 

- 順番待ちのリストを作成し、緊急性などを基準に順番に治療を受けられるようにする

（待ち時間は長くなる可能性がある） 

- 財源は国の借金で確保し、医薬品にかかる費用に関係なく、患者全員に適用する 

- 適用する患者を年齢で制限する（例 75歳以上には適用しない） 

- 個人負担が困難な高額の医薬品は公的医療保険の対象から外す（自費もしくは民間医

療保険を用いて支払う） 

- 国民の税金を上げ、医薬品にかかる費用に関係なく、患者全員に適用する 

- 窓口での自己負担割合を上げる 

 「効き目のある患者にのみ適用する」について、「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した

人が 72.3％と最も多く、次いで、「医薬品の価格を下げる」が 69.1％、「順番待ちのリストを作成

し、緊急性などを基準に順番に治療を受けられるようにする」が 67.3％であった（図 9）。 

 一方、「公的医療保険の対象から外す」が 43.9％、「増税し、患者全員に適用する」が 39.0％、「窓

口での自己負担割合を上げる」が 35.9%と、「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回答した人が

少なかった（図 9）。 
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 約 8 割が高額医薬品の保険適用に肯定的な回答 

 高額医薬品の公的医療保険の対象について、以下の具体的な実例を提示し、どのように考えるか

「賛成」、「どちらかといえば賛成」、「どちらかといえば反対」、「反対」の 4段階で質問した・（図

10）。 

- 2019年 5月に、キムリアという医薬品が公的医療保険の対象となりました。キムリアとは、

通常の治療で治らなかった白血病などに対して高い効果を示す医薬品です。キムリアは通

常販売価格が 3,349万 3,407円の高額の医薬品ですが、公的医療保険の対象となったことで、

例えば年収約 370万円から 770万円の方で、個人負担額が約 40万円で利用できるようにな

りました。この差額は保険料および税金でまかなわれます。 

 高額医薬品が公的医療保険の対象となることについて、20.4%が・「賛成」、58.0%が・「どちらかと

いえば賛成」と回答し、合計は全体の 78.4%であった（図 10）。 

 

 

［コメント］ 

 新薬の薬価問題はメディアや国民から大きく注目されているが、イノベーションの推進と医療

システムの持続可能性における課題の一つでしかない。患者にとっての価値に基づく効率的な

国民皆保険制度を維持するためには、医療費全体の 2 割に過ぎない薬価部分を対象とした議論

だけでなく、医療技術や医療サービス全般の質の向上や効率化について、国民を巻き込んだ幅広

い議論が望まれる。 

 高額な医薬品を公的医療保険の対象にすることに肯定的な国民の意見を踏まえ、市販薬と同内

容の処方薬などの医療保険の適用範囲などについても、国民の意識調査が期待される。 
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（5）薬剤耐性 

 約 4 割が「薬剤耐性菌」について全く知らない 

 抗生剤／抗生物質の効かない菌・（薬剤耐性菌）があることを知っているかどうかについて、「詳

しく知っている」、「薬剤耐性菌という言葉だけ知っている」、「全く知らない」の 3項目で質問し

た（図 11）。 

 47.3%が・「薬剤耐性菌という言葉だけ知っている」と回答し最も多い結果が得られた。また、「詳

しく知っている」と回答した人は 14.2%で最も少なかった。一方、「全く知らない人」と回答し

た人は 38.6%であった（図 11）。 
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 半数以上が「抗菌薬／抗生物質が風邪やインフルエンザに効果がない」ということを知らない 

 抗菌薬／抗生物質が風邪やインフルエンザに効果がないということを・「知っている」と回答した

人は 48.8%であった。一方で、「知らない」と回答した人は 51.2%であった（図 12）。 
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 約 4 割が「抗菌薬／抗生物質が処方された場合、医師や薬剤師に処方の必要性について質問できな

い」と回答 

 抗菌薬／抗生物質が処方された場合、医師や薬剤師に処方の必要性について質問できるかどう

か・「質問できる」、「質問があるかと聞かれたときには質問できる」、「質問できない」の 3項目で

質問した（図 13）。 

 「質問できない」と回答した人が 42.0%と最も多く、「質問できる」と回答した人は 18.1%、「質

問があるかと聞かれたときには質問できる」と回答した人は 40.0%であった（図 13）。 
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 薬剤耐性菌に関する知識のある人ほど抗菌薬／抗生物質の処方の必要性について質問できる 

 抗菌薬・ 抗生物質の効かない菌・（薬剤耐性菌）があることを知っているかどうかに関する質問に

ついて、「詳しく知っている」「薬剤耐性菌という言葉だけ知っている」と回答した群と、「全く

知らない」と回答した群に分け、抗菌薬／抗生物質を処方された場合、医師や薬剤師になぜその

処方が必要か質問できるかどうか比較した。 

 薬剤耐性菌に関する知識のある群では、・「質問できる」と回答した人が 23.1%、「質問があるかと

きかれたときには質問できる」と回答した人が 48.3%であった。一方、薬剤耐性菌について全く

知らない群では、「質問できる」が 10.1%、「質問があるかときかれたときには質問できる」が

26.7%であった（図 14）。 
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 薬剤耐性菌について、「抗菌薬の適正使用」に関する情報が最も気になると回答 

 抗菌薬／抗生物質を使用しても退治できない薬剤耐性菌が増え、国内外で大きな問題となって

いることを挙げ、薬剤耐性菌に関して最も気になる項目を 1つ選択してもらった（図 15）。 

 「抗菌薬を不適切に使っていると、本当に必要なときに効果が低くなる」と回答した人が 40.8%

と最も多かった。次いで、「抗菌薬は風邪やインフルエンザには効果がない」が 23.1%、「抗菌薬

を適切に使うことで国全体の医療費を削減できる」が 16.3％、「薬剤耐性菌が原因で世界中で年

間約 70万人が死亡している」が 6.6%であった（図 15）。 
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 9 割が政府の「薬剤耐性（AMR: Antimicrobial Resistance）アクションプラン」の啓発資料を見たこと

がない 

 日本政府が 2016年に策定した・「薬剤耐性・（AMR）対策アクションプラン」の啓発資料を見たこ

とがあるかどうか質問したところ、90.5%が「ない」と回答した（図 16）。 

 

 

［コメント］ 

 毎年、世界中で少なくとも約 70万人もの人が薬剤耐性により死亡している1）という状況を

踏まえて、2015年 5月に世界保健機関（WHO）総会で採択された「薬剤耐性（AMR）に関

するグローバル アクション プラン」をもとに、日本では、2016年 4月に・「薬剤耐性・（AMR）

対策アクションプラン」が制定され、AMR対策は推進しつつある。 

 日本医療政策機構でも関連学会や市民団体とともに「AMR アライアンス ジャパン」を設

立し、AMR対策の推進に向けて、政策提言の策定を実施してきた。 

 これらの活動や政策推進の一方で、国民の薬剤耐性に関する認知度は高くないということ

が調査結果から明らかとなった。薬剤耐性菌の知識がある人たちほど抗菌薬／抗生物質の

必要性について、医師や薬剤師に質問することができているため、広く一般国民が正しく抗

菌薬／抗生物質を選択できるように、国民に届く情報発信や啓発方法の検討が求められる。 

 

 

  

                                                      

1）1 O’Neill, J. "Review on Antimicrobial Resistance. Tackling Drug-Resistant Infections Globally: Final Report and Recommendations." 

London, England. Wellcome Trust, HM Government; 2016. 
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（6）ワクチン 

 約 70%が「ワクチンは免疫というしくみを利用したものである」ことについて知っている  

 ワクチンとは体外から体に入ってくる病原体を攻撃する・「免疫」というしくみを利用したもので

あることを知っているかどうか二者択一で質問したところ、70.8%が・「知っている」、29.2%が・「知

らない」と回答した（図 17）。 
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 約 69%が「「インフルエンザワクチンなどすべてのワクチンにおいて副反応がみられることがある」こ

とについて知っている 

 インフルエンザワクチンなどのすべてのワクチンにおいて、副反応がみられることがあること

を知っているかどうか二者択一で質問したところ、69.4%が・「知っている」、30.7%が・「知らない」

と回答した（図 18）。 
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 約 68%が「「ワクチンの予防接種によって免疫を得ることで、もし集団の中に感染者が出ても感染症の

流行を防ぐことができる」ことについて知っている 

 多くの人がワクチンの予防接種を受けて感染症に対する免疫を得ることで、もし集団の中に感

染者が出ても感染症の流行を防ぐことができること・（集団免疫）について知っているかどうか二

者択一で質問したところ、67.8%が「知っている」、32.2%が「知らない」と回答した（図 19）。 
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 約 7 割が「HPV ワクチンは、HPV への感染やがんになる一歩手前の状態になることを予防する効果

がある」ことを知らない 

 HPV・（ヒトパピローマウイルス）ワクチンは HPVへの感染や、がんになる一歩手前の状態になる

ことを予防する効果があることを知っているかどうか二者択一で質問したところ、32.0%が・「知

っている」、68.1%が「知らない」と回答した（図 20）。 
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 約 68%が「妊娠初期に風疹ウイルスに感染すると先天性風疹症候群の子供が生まれてくる可能性が

高くなる」ことについて知っている 

 風疹に対する免疫が不十分な女性が妊娠の初期に風疹ウイルスに感染すると、先天性風疹症候

群の子どもが生まれてくる可能性が高くなることを知っているかどうか二者択一で質問したと

ころ、67.7%が「知っている」、32.4%が「知らない」と回答した（図 21）。 

 

 

 

 

 

 

  



25 

 

 約 62%が「「風疹ワクチンの予防接種が不完全な時期があったため、現在、日本国内で風疹が流行して

いる」ことを知っている 

 風疹ワクチンの予防接種が不完全だった時期があったため、現在、日本国内で風疹が流行してい

ることを知っているかどうか二者択一で質問したところ、61.9%が・「知っている」、38.2%が・「知

らない」と回答した（図 22）。 
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 自治体による無料クーポンが届けば風疹ワクチンの接種をする人は約 3 割。約 27%が職場の健康診

断時の風疹ワクチンの接種導入を望む 

 もしあなたがまだ風疹ワクチンを接種していないとしたら、どのような政策や支援があれば風

疹ワクチンを接種したいかどうかについて質問したところ、「風疹ワクチンのクーポンが自治体

から届き、医療機関で無料で接種できる」と回答した人が 32.2%で最も多く、次いで・「職場の健

康診断のときに一緒に接種できる」が 26.8%であった（図 23）。 

 また、・「健康診断と同様に、勤務時間内に接種にいくことができる」が 10.7%、・「風疹ワクチンを

接種する必要性を学び、副反応に関する正しい知識を身につける機会がある」が 9.6%、・「風疹ワ

クチンを接種すると医療保険料が割り引かれる」が 6.1%、「風疹ワクチンを接種すると、買い物

券などのクーポンをもらうことができる」が 1.9%であった（図 23）。 

 一方、12.8%が「風疹ワクチンを接種する必要がないと思っている」と回答した。 

 

 

 

［コメント］ 

 約 7割の国民が、ワクチンが免疫というしくみを利用したものであることや副反応、集団

免疫についての知識を持っていた。その一方で、HPVワクチンに関する知識は、際立って

低い結果が得られた。子宮頸（けい）がんを予防する HPVワクチンについて国の積極的な

勧奨中止が続く中、HPVワクチンの意義や効果はもとより、ワクチン接種の存在すら知ら

ない人も増え、将来的に患者が増えかねないという危機感が自治体で高まっている。学校

教育など様々な場において、科学的根拠に基づいたワクチンに関する知識を国民に届ける

必要がある。 

 また、風疹ワクチンについては、厚生労働省や自治体が積極的に情報発信を行っている
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が、風疹ワクチンを接種する必要がないと思っている人が一定数存在することからもワク

チンの必要性についてさらなる啓発活動が必要であるとともに、無料クーポンの配布や健

康診断時の同時接種等、国民の接種行動につながるようなインセンティブの仕組みづくり

が求められる。 
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Ⅴ．「2019 年 日本の医療に関する世論調査」調査チーム 

（敬称略） 

今村 優子       （日本医療政策機構 シニアアソシエイト） 

西本 紘子       （日本医療政策機構 マネージャー） 

川端 健嗣       （東京理科大学 非常勤講師） 

河田 友紀子     （日本医療政策機構 プログラムスペシャリスト） 

鈴木 健斗     （日本医療政策機構 インターン） 

小山 茜        （日本医療政策機構 インターン） 

マット マカナニ    （日本医療政策機構 マネージャー） 

乗竹 亮治       （日本医療政策機構 理事 事務局長／CEO） 
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